
知事提出議案

議案
番号 件　　　　　名 要　　　　　　旨 議決結果

１
令和４年度埼玉県一般会計予
算

歳入歳出予算 ２兆2,284億5,900万円
継 続 費　７件
債務負担行為　51件
地 方 債　69件
一時借入金最高額 2,500億円
歳出予算の流用　　各項に計上した給料、職員

手当等及び共済費に係る
予算額に過不足を生じた
場合における同一款内で
のこれらの経費の各項の
間の流用とする。

原案可決

２
令和４年度埼玉県公債費特別
会計予算

歳入歳出予算 5,104億4,704万５千円
地 方 債　３件

原案可決

３
令和４年度埼玉県証紙特別会
計予算

歳入歳出予算 169億2,447万円 原案可決

４
令和４年度埼玉県市町村振興
事業特別会計予算

歳入歳出予算 136億5,592万６千円 原案可決

５
令和４年度埼玉県災害救助事
業特別会計予算

歳入歳出予算 ６億5,943万６千円 原案可決

６
令和４年度埼玉県母子父子寡
婦福祉資金特別会計予算

歳入歳出予算 ９億7,297万４千円
地 方 債　１件

原案可決

７
令和4年度地方独立行政法人
埼玉県立病院機構貸付金事業
等特別会計予算

歳入歳出予算 309億9,609万１千円
地 方 債　１件

原案可決

議案の審議結果

２月定例会では、知事から提出された議案及び議
員から提出された議案計103議案について、37日間
にわたり熱心な審議が行われ、３月25日に議決され
た。
議案の要旨と議決結果は次のとおりである。

令和４年２月定例会議案審議結果一覧表

（単位　件）
結果

種類 原案可決 同意 合計

予 算 41 41
条 例 23 23
事 件 18 ８ 26
意見書・決議 13 13

計 95 ８ 103
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８
令和４年度埼玉県国民健康保
険事業特別会計予算

歳入歳出予算 6,019億3,920万８千円 原案可決

９
令和４年度埼玉県中小企業高
度化資金特別会計予算

歳入歳出予算 １億2,733万９千円 原案可決

10
令和４年度埼玉県就農支援資
金貸付事業特別会計予算

歳入歳出予算 2,565万１千円 原案可決

11
令和４年度埼玉県林業・木材
産業改善資金特別会計予算

歳入歳出予算 2,072万５千円 原案可決

12
令和４年度本多静六博士育英
事業特別会計予算

歳入歳出予算 3,610万円 原案可決

13
令和４年度埼玉県用地事業特
別会計予算

歳入歳出予算 10億4,595万円 原案可決

14
令和４年度埼玉県県営住宅事
業特別会計予算

歳入歳出予算 123億5,132万７千円
継 続 費　１件
地 方 債　１件

原案可決

15
令和４年度埼玉県高等学校等
奨学金事業特別会計予算

歳入歳出予算 ７億498万円
債務負担行為　１件

原案可決

16
令和４年度埼玉県公営競技事
業特別会計予算

歳入歳出予算 426億5,217万９千円 原案可決

17
令和４年度埼玉県総合リハビ
リテーションセンター病院事
業会計予算

業務の予定量
　病床数　120床
　患者数

区　　分 入　院 外　来
年 間 延 患 者 数  26,874人 18,997人
１ 日 平 均 患 者 数      74       78  

　主なる建設改良事業 8,411万２千円
収益的収入及び支出
　病院事業収益 39億3,736万８千円
　病院事業費用 39億5,219万円
資本的収入及び支出
　資本的収入 ４億4,104万４千円
　資本的支出 ４億4,998万３千円
企業債限度額 8,300万円
一時借入金限度額 ６億円

原案可決
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議会の議決を経なければ流用することのでき
ない経費
　職員給与費 20億9,889万９千円
たな卸資産購入限度額 ３億8,668万４千円

18
令和４年度埼玉県工業用水道
事業会計予算

業務の予定量
　給水事業所数 148社
　年間総給水量 6,674万3,170㎥
　一日平均給水量 18万2,858㎥
　主なる建設改良事業 ９億3,779万５千円
収益的収入及び支出
　事業収益 18億5,234万２千円
　事 業 費  18億5,754万６千円
資本的収入及び支出
　資本的収入 １億7,345万８千円
　資本的支出 10億4,699万１千円
債務負担行為　３件
一時借入金限度額 3,000万円
議会の議決を経なければ流用することのでき
ない経費
　職員給与費 ２億5,029万６千円
　交 際 費 ４万１千円
他会計からの補助金 168万円
たな卸資産購入限度額 997万円

原案可決

19
令和４年度埼玉県水道用水供
給事業会計予算

業務の予定量
　給水団体数 55団体
　年間総給水量 ６億3,918万9,000㎥
　一日平均給水量 175万1,203㎥
　主なる建設改良事業 138億9,824万５千円
収益的収入及び支出
　事業収益 488億1,996万１千円
　事 業 費  483億8,859万１千円
資本的収入及び支出
　資本的収入 90億4,015万８千円
　資本的支出 267億6,931万２千円
継 続 費　１件
債務負担行為　６件

原案可決
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企業債限度額 40億2,500万円
一時借入金限度額 70億円
議会の議決を経なければ流用することのでき
ない経費
　職員給与費 32億5,736万３千円
　交 際 費 53万６千円
他会計からの補助金 ４億3,055万円
たな卸資産購入限度額 5,041万８千円

20
令和４年度埼玉県地域整備事
業会計予算

業務の予定量
　宅地売却面積 27万4,736㎥
　主なる建設改良事業 39億447万円
収益的収入及び支出
　事業収益 126億2,597万１千円
　事 業 費 122億6,673万２千円
資本的収入及び支出
　資本的収入 15億7,241万５千円
　資本的支出 43億8,879万５千円
継 続 費　１件
一時借入金限度額 ３億5,000万円
議会の議決を経なければ流用することのでき
ない経費
　職員給与費 ５億3,062万８千円
　交　際　費 29万８千円
他会計からの補助金 331万２千円

原案可決

21
令和４年度埼玉県流域下水道
事業会計予算

業務の予定量
　流域関連市町数 47市町
　年間総処理水量 ６億8,131万7,030㎥
　一日平均処理水量 186万6,622㎥
　主なる建設改良事業 207億4,470万２千円
収益的収入及び支出
　事業収益 526億8,990万３千円
　事 業 費 535億6,495万８千円
資本的収入及び支出
　資本的収入 260億4,080万９千円
　資本的支出  　　　    318億4,970万２千円
債務負担行為　８件
企業債限度額 65億9,800万円

原案可決
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一時借入金限度額 120億円
議会の議決を経なければ流用することのでき
ない経費
　職員給与費 13億4,760万円
　交　際　費 30万円
他会計からの補助金 65億4,716万２千円

22
埼玉県手数料条例の一部を改
正する条例

地方公共団体の手数料の標準に関する政令等
の一部改正に伴い、行政書士試験手数料等の
額を改定するとともに、規定の整備をしよう
とするものである。

原案可決

23
埼玉県職員定数条例の一部を
改正する条例

新型コロナウイルス感染症対応及び児童虐待
防止対策を強化するため、職員の定数を改定
しようとするものである。

原案可決

24
埼玉県個人番号の利用等に関
する条例の一部を改正する条
例

県民の利便性の向上及び行政事務の効率化等
を図るため、個人番号を利用することができ
る事務として特別県営住宅の管理に関する事
務を追加等しようとするものである。

原案可決

25
職員の育児休業等に関する条
例の一部を改正する条例

埼玉県人事委員会の人事管理に関する報告を
踏まえ、非常勤職員の育児休業等の取得要件
を緩和するとともに、育児休業を取得しやす
い勤務環境の整備に関する措置等を定めよう
とするものである。

原案可決

26
知事の期末手当の特例に関す
る条例の一部を改正する条例

知事の期末手当を支給しない期間を延長しよ
うとするものである。

原案可決

27
埼玉県吏員恩給条例等の一部
を改正する条例

民法の一部改正により成年年齢が引き下げら
れることに伴い、未成年の子がいることによ
り扶助料の寡婦加算の対象となっている者等
がその権利を失わないように経過措置を定め
る等しようとするものである。

原案可決

28
埼玉県指定特定非営利活動法
人を指定する条例の一部を改
正する条例

埼玉県指定特定非営利活動法人の指定の手続
等に関する条例の規定による指定の申出が
あった特定非営利活動法人を指定特定非営利
活動法人として指定し、及び同条例の規定に
よる指定の取消しの申出があった指定特定非
営利活動法人について指定の取消しをしよう
とするものである。

原案可決
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29
埼玉県青少年健全育成条例の
一部を改正する条例

民法の一部改正により婚姻適齢が引き上げら
れることに伴い、青少年の定義を改めようと
するものである。

原案可決

30
埼玉県消費者行政活性化基金
条例を廃止する条例

国の消費者行政活性化基金事業の活用期間満
了に伴い、埼玉県消費者行政活性化基金を廃
止しとうとするものである。

原案可決

31
埼玉県生活環境保全条例の一
部を改正する条例

特定化学物質の環境への排出量の把握等及び
管理の改善の促進に関する法律施行令の一部
改正に伴い、特定化学物質の取扱量等の報告
についての特例措置を定めようとするもので
ある。

原案可決

32
埼玉県民生委員の定数を定め
る条例の一部を改正する条例

地域の実情を踏まえ、民生委員の定数を改定
しようとするものである。

原案可決

33
埼玉県国民健康保険財政安定
化基金条例の一部を改正する
条例

全世代対応型の社会保障制度を構築するため
の健康保険法等の一部を改正する法律の施行
に伴い、埼玉県国民健康保険財政安定化基金
を国民健康保険事業費納付金の著しい上昇の
抑制等のために処分するなど財政調整機能を
追加等しようとするものである。

原案可決

34
旅館業法施行条例の一部を改
正する条例

厚生労働省通知「旅館業における衛生等管理
要領」の一部改正を踏まえ、旅館業に係る入
浴設備におけるレジオネラ属菌汚染防止対策
を強化するため、衛生措置及び構造設備の基
準を改める等しようとするものである。

原案可決

35
公衆浴場法施行条例の一部を
改正する条例

厚生労働省通知「公衆浴場における衛生等管
理要領」の一部改正を踏まえ、公衆浴場に係
る入浴設備におけるレジオネラ属菌汚染防止
対策を強化するとともに、混浴制限年齢を引
き下げるため、衛生及び風紀に必要な措置の
基準を改める等しようとするものである。

原案可決

36
埼玉県ふぐの取扱い等に関す
る条例の一部を改正する条例

国において「ふぐの取扱い及びふぐ処理者の
認定に関する指針」等が策定されたことに伴
い、ふぐ調理師試験の受験資格を見直すとと
もに、ふぐ提供施設に係る届出制度を廃止等
しようとするものである。

原案可決
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37
埼玉県産業技術総合センター
条例の一部を改正する条例

新たに埼玉県産業技術総合センターの試験研
究機器に係る使用料の額及び依頼試験に係る
手数料の額を定め、並びに老朽化した試験研
究機器に係る使用料の額の定めを廃止しよう
とするものである。

原案可決

38
埼玉県新型コロナウイルス感
染症対策推進基金条例の一部
を改正する条例

新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響
を受けた県内中小企業者を支援するため、埼
玉県新型コロナウイルス感染症対策推進基金
の設置期間を延長しようとするものである。

原案可決

39
埼玉県特別県営住宅条例の一
部を改正する条例

シラコバト住宅の建替えを踏まえ、家賃の額
を改定等しようとするものである。

原案可決

40
埼玉県教育委員会事務局職員
の定数条例の一部を改正する
条例

情報通信技術を活用した学校教育の推進等に
対処するため、教育委員会事務局職員の定数
を改定しようとするものである。

原案可決

41
埼玉県学校職員定数条例の一
部を改正する条例

高等学校及び義務教育諸学校における教職員
の標準定数の変更のため、学校職員の定数を
改定しようとするものである。

原案可決

42
警察署の名称、位置及び管轄
区域に関する条例の一部を改
正する条例

久喜市における町の区域の新設に伴い、幸手
警察署の管轄区域の規定を整備しようとする
ものである。

原案可決

43 工事請負契約の締結について

工 事 名  彩の国さいたま芸術劇場舞台機構
 設備改修工事
施工箇所 さいたま市中央区上峰
 　　　　　　３丁目15番１号
履行期限 令和５年11月30日
請負金額 19億8,000万円
請負業者 森平舞台機構株式会社

原案可決

44
包括外部監査契約の締結につ
いて

包括外部監査契約を締結しようとするもので
ある。

原案可決

45
県営土地改良事業に要する経
費の関係市町の負担額につい
て

県が行う土地改良事業に要する経費のうち、
関係市町の負担額を定めようとするものであ
る。

原案可決

46
農道整備事業等に要する経費
の関係市町の負担額について

県が行う農道整備事業等に要する経費のう
ち、関係市町の負担額を定めようとするもの
である。

原案可決
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47
埼玉県道路公社の基本財産の
額の増加に係る定款の変更の
同意について

埼玉県道路公社の基本財産の額の増加に係る
定款の変更について、同意しようとするもの
である。

原案可決

48
急傾斜地崩壊対策事業に要す
る経費の関係町村の負担額に
ついて

県が国の交付金等の交付を受けて行う急傾斜
地崩壊対策事業に要する経費のうち、関係町
村の負担額を定めようとするものである。

原案可決

49
第２期埼玉県まち・ひと・し
ごと創生総合戦略の変更につ
いて

新たな埼玉県５か年計画の策定等に伴い、計
画の一部を変更しようとするものである。

原案可決

50
埼玉県多文化共生推進プラン
の策定について

埼玉県多文化共生推進プランの計画期間が令
和３年度で終了することから、多文化共生に
関する施策を総合的に推進するための新たな
計画を策定しようとするものである。

原案可決

51
埼玉県男女共同参画基本計画
の策定について

埼玉県男女共同参画基本計画の計画期間が令
和３年度で終了することから、男女共同参画
に関する施策を総合的に推進するための新た
な計画を策定しようとするものである。

原案可決

52
埼玉県消費生活基本計画の策
定について

埼玉県消費生活基本計画の計画期間が令和３
年度で終了することから、消費生活に関する
施策を総合的に推進するための新たな計画を
策定しようとするものである。

原案可決

53
埼玉県地域強靱化計画の変更
について

新たな埼玉県５か年計画の策定等を踏まえ、
計画の一部を変更しようとするものである。

原案可決

54
埼玉県環境基本計画の策定に
ついて

埼玉県環境基本計画の計画期間が令和３年度
で終了することから、環境に関する施策を総
合的に推進するための新たな計画を策定しよ
うとするものである。

原案可決

55
埼玉県子育て応援行動計画の
変更について

令和４年度から不妊治療が健康保険の適用と
なることに伴い、計画の一部を変更しようと
するものである。

原案可決

56
埼玉県地域保健医療計画の変
更について

基準病床数の変更及び新型コロナウイルス感
染症対策の追加など、計画の一部を変更しよ
うとするものである。

原案可決
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57
埼玉県産業元気・雇用アップ
戦略の策定について

埼玉県産業元気・雇用アップ戦略の計画期間
が令和３年度で終了することから、産業と労
働に関する施策を総合的に推進するための新
たな計画を策定しようとするものである。

原案可決

58
埼玉県科学技術・イノベー
ション基本計画の策定につい
て

埼玉県第４期科学技術基本計画の計画期間が
令和３年度で終了することから、科学技術・
イノベーション創出の振興に関する施策を総
合的に推進するための新たな計画を策定しよ
うとするものである。

原案可決

59
第11次埼玉県職業能力開発計
画の策定について

第10次埼玉県職業能力開発計画の計画期間が
令和２年度で終了したことから、職業能力開
発に関する施策を総合的に推進するための新
たな計画を策定しようとするものである。

原案可決

60
令和３年度埼玉県一般会計補
正予算（第14号）

歳入歳出予算補正額 549億3,564万３千円
累計額 ２兆6,924億9,441万９千円
繰越明許費補正
　追加　34件
　変更　12件
地方債補正
　追加　１件
　変更　13件

原案可決

61
令和３年度埼玉県母子父子寡
婦福祉資金特別会計補正予算
（第１号）

歳入歳出予算補正額 ２億868万６千円
累計額 ９億7,256万４千円
地方債補正
　追加　１件

原案可決

62
令和３年度埼玉県国民健康保
険事業特別会計補正予算（第
２号）

歳入歳出予算補正額 94億5,848万８千円
累計額 6,258億1,057万１千円

原案可決

63
急傾斜地崩壊対策事業に要す
る経費の関係市町の負担額に
ついて

令和３年度に県が国の交付金の交付を受けて
行う急傾斜地崩壊対策事業に要する経費のう
ち、関係市町の負担額を定めようとするもの
である。

原案可決

64
令和３年度埼玉県一般会計補
正予算（第15号）

歳入歳出予算補正額 121億4,350万３千円
累計額 ２兆7,046億3,792万２千円
継続費補正

原案可決
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　変更　４件
繰越明許費補正
　追加　57件
　変更　45件
債務負担行為補正
　追加　１件
　変更　２件
地方債補正
　変更　44件

65
令和３年度埼玉県公債費特別
会計補正予算（第１号）

歳入歳出予算補正額 161億5,110万７千円
累計額 5,182億　 51万１千円

原案可決

66
令和３年度埼玉県証紙特別会
計補正予算（第１号）

歳入歳出予算補正額 △１億3,092万６千円
累計額 155億7,243万５千円

原案可決

67
令和３年度埼玉県市町村振興
事業特別会計補正予算（第１
号）

歳入歳出予算補正額 △10億6,814万４千円
累計額 125億5,192万５千円

原案可決

68
令和３年度埼玉県災害救助事
業特別会計補正予算（第１
号）

歳入歳出予算補正額 △172万６千円
累計額 ７億514万円

原案可決

69

令和３年度地方独立行政法人
埼玉県立病院機構貸付金事業
等特別会計補正予算（第１
号）

歳入歳出予算補正額 △6,249万４千円
累計額 113億2,095万円
繰越明許費補正
　追加　１件

原案可決

70
令和３年度埼玉県国民健康保
険事業特別会計補正予算（第
３号）

歳入歳出予算補正額 62億4,629万７千円
累計額 6,320億5,686万８千円

原案可決

71
令和３年度埼玉県就農支援資
金貸付事業特別会計補正予算
（第１号）

歳入歳出予算補正額 △132万円
累計額 2,861万６千円

原案可決

72
令和３年度埼玉県用地事業特
別会計補正予算（第１号）

歳入歳出予算補正額 △８億　676万４千円
累計額 ２億9,848万９千円

原案可決
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73
令和３年度埼玉県県営住宅事
業特別会計補正予算（第１
号）

歳入歳出予算補正額 △８億1,294万６千円
累計額 123億9,294万４千円
継続費補正
　変更　５件
地方債補正
　変更　１件

原案可決

74
令和３年度埼玉県高等学校等
奨学金事業特別会計補正予算
（第１号）

歳入歳出予算補正額 △１億6,401万円
累計額 ５億8,721万８千円

原案可決

75
令和３年度埼玉県公営競技事
業特別会計補正予算（第２
号）

歳入歳出予算補正額 151億8,512万４千円
累計額 449億9,884万２千円

原案可決

76
令和３年度埼玉県工業用水道
事業会計補正予算（第２号）

業務の予定量
　主なる建設改良事業
　　補正予定額 △１億4,509万２千円
　　累計額 ６億1,776万３千円
収益的収入及び支出
　収益的収入
　　補正予定額 △3,601万２千円
　　累計額 20億8,420万５千円
　収益的支出
　　補正予定額 △１憶　455万１千円
　　累計額 22億　267万４千円
資本的収入及び支出
　資本的収入
　　補正予定額 △9,760万円
　　累計額 １億9,245万８千円
　資本的支出
　　補正予定額 △１億4,509万２千円
　　累計額 ７億4,363万２千円
継続費補正
　変更　１件

原案可決

77
令和３年度埼玉県水道用水供
給事業会計補正予算（第２
号）

業務の予定量
　主なる建設改良事業
　　補正予定額 △28億5,213万２千円

原案可決
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　累計額 139億5,863万円
収益的収入及び支出
　収益的収入
　　補正予定額 △2,322万８千円
　　累計額 482億4,064万２千円
　収益的支出
　　補正予定額 △1億1,248万３千円
　　累計額 466億5,522万７千円
資本的収入及び支出
　資本的収入
　　補正予定額 △24億5,108万４千円
　　累計額 90億  211万２千円
　資本的支出
　　補正予定額 △30億6,788万９千円
　　累計額 293億5,043万円
継続費補正
　変更５件
企業債補正
　限度額の変更　１件
他会計からの補助金
　補正予定額 △36万８千円

78
令和３年度埼玉県地域整備事
業会計補正予算（第２号）

業務の予定量
　主なる建設改良事業
　　補正予定額 △24億2,529万１千円
　　累計額  17億5,914万８千円
収益的収入及び支出
　収益的支出
　　補正予定額 △１億5,987万５千円
　　累計額  77億1,982万９千円
資本的収入及び支出
　資本的支出
　　補正予定額 △24億2,529万１千円
　　累計額 22億5,076万３千円
継続費補正
　変更　３件

原案可決
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79
令和３年度埼玉県流域下水道
事業会計補正予算（第１号）

業務の予定量
　主なる建設改良事業
　　補正予定額 △27億1,102万３千円
　　累計額 170億8,913万１千円
収益的収入及び支出
　収益的収入
　　補正予定額 △１億2,226万８千円
　　累計額 527億9,057万２千円
　収益的支出
　　補正予定額 △９億8,553万７千円
　　累計額 527億1,894万６千円
資本的収入及び支出
　資本的収入
　　補正予定額 △35億9,018万１千円
　　累計額 210億5,864万１千円
　資本的支出
　　補正予定額 △35億8,694万９千円
　　累計額 268億4,027万２千円
企業債補正
　限度額の変更　１件
他会計からの補助金
　補正予定額 △１億2,895万４千円

原案可決

80

埼玉県公安委員会等が行う事
務に関する手数料条例及び埼
玉県証紙条例の一部を改正す
る条例

道路交通法等の一部改正に伴い、運転技能検
査手数料等の額を定めるとともに、認知機能
検査手数料等の額の改定等しようとするもの
である。

原案可決

81
令和３年度埼玉県一般会計補
正予算（第16号）

歳入歳出予算補正額 222億4,429万７千円
累計額 ２兆7,147億3,871万６千円
繰越明許費補正
　追加　１件

原案可決

82 彩の国功労賞の贈呈について
中島啓太氏に彩の国功労賞を贈呈することに
ついて、同意を得ようとするものである。

同　　意

83 彩の国功労賞の贈呈について
Honda陸上競技部に彩の国功労賞を贈呈す
ることについて、同意を得ようとするもので
ある。

同　　意
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84
埼玉県教育委員会委員の任命
について

埼玉県教育委員会委員遠藤克弥の任期は、令
和４年３月31日で満了となるが、後任として
首藤敏元を任命することについて、同意を得
ようとするものである。

同　　意

85
埼玉県人事委員会委員の選任
について

埼玉県人事委員会委員武笠正男の任期は、令
和４年３月30日で満了となるが、後任として
池本誠司を選任することについて、同意を得
ようとするものである。

同　　意

86
埼玉県監査委員の選任につい
て

埼玉県監査委員小久保憲一の退職に伴う後任
者（新井豪）の選任について、同意を得よう
とするものである。

同　　意

87
埼玉県監査委員の選任につい
て

埼玉県監査委員荒木裕介の退職に伴う後任者
（小川真一郎）の選任について、同意を得よ
うとするものである。

同　　意

88
埼玉県収用委員会委員の任命
について

埼玉県収用委員会委員永瀬美幸の任期は、令
和４年３月30日で満了となるが、後任として
石井依子を任命することについて、同意を得
ようとするものである。

同　　意

89
埼玉県収用委員会予備委員の
任命について

埼玉県収用委員会予備委員石井依子の任期
は、令和４年３月30日で満了となるが、後任
として齋藤雅一を任命することについて、同
意を得ようとするものである。

同　　意
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議員提出議案（条例・意見書等）

　　　　議第１号議案　　 　

ロシアによるウクライナへの侵攻に対する抗議決議

　我が国を含む国際社会が強く自制を求める中、ロシアは本年２月24日、ウクライナに侵攻した。 
　ロシア軍によるウクライナへの侵攻は、力による一方的な現状変更を認めないとの国際秩序の根幹
を揺るがすとともに、ウクライナの主権と領土の一体性を侵害する明白な国際法・国連憲章違反であり、
断じて容認することはできない。
　よって、本県議会は、今回のロシアによるウクライナへの侵攻に対し強く抗議するとともに、軍の
即時撤収、国際法の順守を強く求める。
　以上、決議する。
　　令和４年２月28日

埼　玉　県　議　会　

 　原案可決　　　　　

　　　　議第２号議案　　 　

埼玉県ひきこもり支援に関する条例

　（目的）
第 １条　この条例は、ひきこもり支援に関し、基本理念を定め、県の責務及び民間支援団体等の役割
を明らかにするとともに、民間支援団体等による支援を推進するために必要な事項を定めることに
より、安心して支援を受けられる社会を実現することを目的とする。
　（定義）
第 ２条　この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。
　一 　ひきこもり支援　ひきこもり状態にある者及びその家族に対する支援並びに民間支援団体等の

活動に対する支援をいう。
　二 　ひきこもり状態　自宅又は自室に長期間閉じこもり、他人又は社会とのかかわりを回避してい

る状態をいう。
　三 　民間支援団体等　ひきこもり状態にある者及びその家族に対する支援を行う団体又は個人をい

う。
　（基本理念）
第３条　ひきこもり支援は、ひきこもり状態にある者の意思を尊重して行われなければならない。
２ 　ひきこもり支援は、ひきこもり状態にある者及びその家族が孤立しないよう、必要に応じて社会
とのかかわりをもてるよう行われなければならない。
３ 　ひきこもり支援は、ひきこもり状態にある者及びその家族が身近な場所で支援を受けられること
を目指して行われなければならない。
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　（県の責務）
第 ４条　県は、前条に定める基本理念（次条において「基本理念」という。）にのっとり、ひきこも
り支援に関する施策を総合的に実施するものとする。
２ 　県は、前項の施策を実施するに当たっては、市町村及び民間支援団体等と相互に連携を図るもの
とする。
　（民間支援団体等の役割）
第 ５条　民間支援団体等は、基本理念にのっとり、県及び市町村と連携を図りながらひきこもり状態
にある者及びその家族に対する支援を行うよう努めるものとする。
　（民間支援団体等による支援の推進）
第 ６条　県は、民間支援団体等がひきこもり状態にある者及びその家族に対する支援を効果的に行う
ことができるよう、情報の提供その他必要な支援を行うものとする。
２ 　県は、ひきこもり状態にある者及びその家族が必要な支援を受けられるよう、支援に積極的に取
り組む民間支援団体等を周知するものとする。
　（体制の整備）
第 ７条　県は、ひきこもり支援に関する施策の総合的な推進を図るため、必要な体制の整備に努める
ものとする。
　（財政上の措置）
第 ８条　県は、ひきこもり支援に関する施策を推進するため、必要な財政上の措置を講ずるよう努め
るものとする。
　　　附　則
１　この条例は、公布の日から施行する。
２　県は、社会状況の変化等を踏まえ、必要に応じこの条例について見直しを行うものとする。

 　原案可決　　　　　

　　　　議第３号議案　　 　

死亡ひき逃げ事件における公訴時効撤廃に向けた法整備等を
求める意見書

　平成21年９月に本県熊谷市で発生した小学生の死亡ひき逃げ事件において、犯人はいまだ検挙され
ておらず、愛する家族を突然奪われた遺族の心情は、想像を絶するであろうことは察するに難くない。
　死亡ひき逃げ事件の公訴時効は、現行法上、救護措置義務違反が７年、過失運転致死罪が10年、危
険運転致死罪が20年とされている。熊谷の事件は当初、過失運転致死罪が適用されていたが、捜査罪
名が危険運転致死罪に変更適用され、現在も捜査が続いている。
　死亡ひき逃げ事件に関して、警察は、初動捜査の段階では、過失運転致死傷罪や危険運転致死傷罪
などを見据え捜査を行っているが、最終的にどの罪状を適用するかの判断は各都道府県警察に委ねら
れているため、結果、時効成立に関し全国的に不均衡が生じている。
　そもそも公訴時効は、犯罪発生後、法律の定める期間が経過すると、犯人を起訴・処罰することが
できなくなる制度であり、その根拠として、時間の経過とともに被害感情等が薄れ犯罪の社会的影響
が減少すること、時間の経過により犯罪に係る証拠等が散逸して審理が困難になることなどが挙げら
れている。
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　しかし、時効成立によって被害者・遺族に一生重い悲しみを背負わせることにもなる。
　殺人罪や強盗殺人罪などの事案については、国民世論の高まり等を受け、平成22年に公訴時効を廃
止するなどの法整備がなされた。
　一方で、死亡ひき逃げ事件は、仮に加害者が道路交通法に定められた救護措置義務を速やかに履行
すれば被害者が亡くならずに済んだ事案も少なからずあったと推量されるにも関わらず、救護措置義
務を果たさず被害者を死亡させ、故意に逃走を図った点では殺人罪にも匹敵する凶悪な犯罪である。
しかしながら、時効が撤廃されていない。
　また、危険運転致死罪の法定刑については、危険運転の態様に応じて、１年以上の有期懲役又は15
年以下の懲役となっているが、危険運転致死罪として認定するための要件が厳しいため、同罪に限り
なく近い事故態様であっても、裁判では「疑わしくは被告人に有利に」との建前の下、過失運転致死
罪に認定され、法定刑７年の限度で判決が言い渡されることが非常に多い。僅かな事故態様の違いだ
けで刑が軽くなってしまうという不均衡が生じているため、被害者遺族らの被害感情に沿わないばか
りか国民の一般的な規範意識からもかけ離れてしまい、無謀な運転の抑止にもつながらない。
　よって、国においては、凶悪な犯罪を見逃さない強い姿勢を示すことで、国民の誰もが安心して生
活することのできる社会を構築するため、下記の事項を速やかに実施するよう強く要望する。

記
１　死亡ひき逃げ事件などにおける公訴時効の撤廃を検討すること。
２ 　過失運転致死罪の法定刑の上限を引き上げることによって、危険運転致死傷罪との不均衡を是正
するとともに、危険運転致死傷罪の構成要件に関しては、明確性を失わないようにしつつ、現行よ
りも幅広く認定できるよう改正を行うなど関係法令の整備を検討すること。
　以上、地方自治法第99条の規定により意見書を提出する。
　　令和４年３月25日

埼　玉　県　議　会　議　長　

 　原案可決　　　　　

　　　　議第４号議案　　 　

労働者災害補償保険の給付の迅速化を求める意見書

　労働者災害補償保険（以下「労災保険」という。）は、労働者の業務上の事由又は通勤による労働
者の負傷、疾病、死亡などに対して、労働者やその遺族のために必要な保険給付等を行う国の制度で
ある。
　休業期間中の休業補償や治療費などは労働者の生活を支えるものであり、速やかに保険給付される
ことが基本である。
　しかし、これまで一般的な疾病等に係る労災保険給付の認定までの期間は、半年以上を要すること
があった。

衆 議 院 議 長
参 議 院 議 長
内 閣 総 理 大 臣
法 務 大 臣
国 家 公 安 委 員 会 委 員 長
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　一方、今般の新型コロナウイルス感染症（以下「新型コロナ」という。）の感染拡大に伴い、患者
と接する機会の多い医療機関の医療従事者や介護施設の職員などが感染するケースが多くなっており、
こうした労働者に対しても労災給付がなされている。
　厚生労働省は、最初に緊急事態宣言が発出された令和２年４月に、全国の労働局に対し、「調査に
より感染経路が特定されなくとも、業務により感染した蓋然性が高く、業務に起因したものと認めら
れる場合には、これに該当するものとして、労災保険給付の対象とする」旨通知するとともに、請求
書の提出があった場合には、迅速・適正な処理を行うよう求めた。
　しかしながら、厚生労働省が迅速な処理を行うよう求めていても、依然として、現場の労働基準監
督署では認定に至るまでにかなりの期間を要している状況にある。休業期間中の賃金が支払われない
中、労災保険の休業補償の給付に時間がかかっているため、負傷や疾病が癒えた者などの生活再建が
困難になっていることが喫緊の課題となっている。
　よって、国においては、国民が安心して働ける労働環境を整備するため、労働基準監督署の体制を
強化し、新型コロナ関連に限らず労災保険に係る申請受理、審査、給付決定の各手続において、AI
やDXなどの先端技術を活用するなどして効率化を進めることで、給付の迅速化を図るよう強く要望
する。
　以上、地方自治法第99条の規定により意見書を提出する。
　　令和４年３月25日

埼　玉　県　議　会　議　長　

 　原案可決　　　　　

　　　　議第５号議案　　 　

在宅医療及び在宅介護従事者の安全確保を求める意見書

　本年１月に、本県ふじみ野市の患者宅で発生した立てこもり発砲事件により、訪問医療の医師が殺
害されたことは、関係者のみならず広く国民全般に大きな衝撃を与えた。とりわけ関わりのあった地
域の在宅医療関係者の精神的ダメージは極めて大きい。
　かねてから、国は、超高齢社会の到来を受け、医療費を抑制するべく、病院ではなく住み慣れた自
宅などでの在宅医療を推進してきた。
　在宅医療には、定期的な訪問診療と臨時の往診がある。国の統計によれば、2020年に１か月当たり
の訪問診療の件数は約83万件を超え、2010年の約30万件から３倍近くに増加したが、患者やその家族
からの暴力被害の問題も深刻である。
　全国訪問看護事業協会が2018年に実施した全国調査によれば、訪問看護師の約53％が「精神的な暴
力」を、約45％が「身体的な暴力」を、利用者や家族から受けたと回答した。訪問看護を行う事業所
へのアンケートでは、約97％の事業所が利用者・家族による暴力への対策の必要性を認めながらも、
約60％が「具体的にどうしたらよいか分からない。」と答えている。
　在宅医療等の現場は密室になることが多く、トラブルになるリスクを常に抱えている。しかも、病

衆 議 院 議 長
参 議 院 議 長
内 閣 総 理 大 臣
厚 生 労 働 大 臣

様

―　82　―



院等とは異なり、すぐに応援を呼ぶことができない。
　国は、近年、医療現場での迷惑行為の内容に応じた対策などを紹介する動画や介護現場でのハラス
メント対策マニュアルの公開などを行ってきたが、十分なものではない。
　国は、在宅医療の実効性を高めるためには、医師、歯科医師、看護師、薬剤師などの力を活用した
多職種連携が重要であるとし、併せて、退院時のスクリーニングの実施により症状等を在宅医療ネッ
トワークで情報共有するICT活用を推奨してきた。在宅医療等従事者の安全対策の観点からも、これ
らの取組は重要である。
　一方、一部の自治体では、利用者やその家族からの暴力行為等で２人以上の訪問が必要なケースで
ありながら、利用者の同意が得られずに介護報酬上の２人訪問加算ができない場合に、加算相当額の
一部を補助する制度を設けるなど、訪問看護師や訪問介護員の安全確保に資する独自の取組を行って
いる。
　国は、在宅医療等を強力に推進してきたことから、在宅医療及び在宅介護の現場や地方自治体など
と緊密に連携を取り、医療・介護従事者の安全確保に向けた抜本的な対策を講ずる責任がある。
　よって、国においては、在宅医療及び在宅介護従事者の安全を確保するため、下記の事項を速やか
に実施するよう強く要望する。

記
１　在宅医療及び在宅介護従事者の安全を担保する、実効的なガイドラインを作成すること。
２ 　地方自治体における在宅医療及び在宅介護従事者への暴力行為等を未然に防止する独自の取組に
対する財政支援を講ずること。
３ 　スクリーニングの確実な実行、在宅医療ネットワークを強化するために不可欠なICTシステムの
導入と情報共有、緊急時の安全対策を含めた多職種との連携強化を進め、これらに対する財政支援
を講ずること。
４　トラブルを未然に防ぐために、警察や警備会社に通報できる仕組みの構築を検討すること。
５ 　精神的ダメージを受けた在宅医療及び在宅介護従事者のダメージを和らげるとともに、悲嘆にく
れながらも日常生活を取り戻していく過程を支援するグリーフケアの仕組みを構築すること。
　以上、地方自治法第99条の規定により意見書を提出する。
　　令和４年３月25日

埼　玉　県　議　会　議　長　

 　原案可決　　　　　
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　　　　議第６号議案　　 　

多様な学びの場を提供する施策の充実・強化を求める意見書

　国の調査では、令和２年度に全国の小中学校において30日以上欠席した不登校の児童生徒の数は約
196,000人で、８年連続で増加し過去最多となっており、本県でも前年同期比８％増の約9,000人と増
加傾向にある。
　国は、平成29年に教育機会確保法を制定し、個々の不登校児童生徒の状況に応じて必要な支援を行
うことなどを基本理念とした。同法に基づく基本指針では、不登校児童生徒の実態に配慮した特色あ
る教育課程を編成し、教育を実施する学校（以下「不登校特例校」という。）について、一層の設置
促進を図ることなどを定めている。
　また、令和元年10月に国が発出した通知「不登校児童生徒への支援の在り方について」では、「不
登校児童生徒の一人一人の状況に応じて、教育支援センター、不登校特例校、フリースクールなどの
民間施設など、多様な教育機会を確保する必要がある。」旨が示された。さらに、学校等の取組の充
実において、「スクールカウンセラー及びスクールソーシャルワーカーを効率的に活用し、学校全体
の教育力の向上を図ることが重要」である旨が示された。しかし、スクールカウンセラー等の配置状
況は決して十分な状況とはいえない。
　さらには、今日、不登校特例校やフリースクールなどが行う学習、教育相談、体験などの活動は、
様々な事情により学校生活になじめない児童生徒の社会的自立に向けた学びの場として、大変重要な
役割を果たすようになっている。
　しかしながら、全国で約500か所とされるフリースクールは、就学支援金などの国の支援はなく、
一部の自治体による助成にとどまっている。平成27年の国の調査では、保護者の負担は入学金、授業
料、交通費などで年間約40万円程度となっており、小さくないものとなっている。
　加えて、不登校特例校は、現在、公立の８校を含めても全国に17校しか設置されていない上に、私
立では経済的負担が大きいという理由から入学を断念する児童生徒も少なからず存在する。
　よって、国においては、不登校児童生徒に対する多様な学びの場を提供する施策を充実・強化する
ため、下記の事項を速やかに実施するよう強く要望する。

記
１ 　都道府県や市区町村による不登校特例校の設置が進むよう、設立・運営に関し、更なる財政的・
制度的支援を図ること。
２ 　フリースクールをはじめとした不登校児童生徒の学校以外での多様な学習活動に対する保護者負
担軽減のための経済的支援を早急に実施するとともに、フリースクール等に対する財政支援を実施
すること。
３ 　不登校児童生徒、不登校特例校やフリースクールに関する実態調査を実施し、実態に即したきめ
細やかな施策を実施すること。
４ 　不登校の児童生徒と学校のつなぎ役として重要な役割を果たしているスクールカウンセラーやス
クールソーシャルワーカーなどについて、必要な人材や財源を確保すること。
　以上、地方自治法第99条の規定により意見書を提出する。
　　令和４年３月25日

埼　玉　県　議　会　議　長　
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　 　原案可決　　　　　

　　　　議第７号議案　　 　

児童養護施設の入所者・退所者に対する支援充実を求める意見書

明日の日本を支える子供たちが夢と希望を持って成長することのできる社会の実現を目指すために
は、子供たちの成育環境を整備することが重要である。
児童養護施設は、児童福祉法に基づき、保護者のいない児童や虐待されている児童など環境上養護
を要する児童を入所させ、これを養護し、あわせて退所した者に対する相談その他の自立のための援
助を行うことを目的としている。
在所期間は原則として18歳、大学等に在学中の場合は満22歳まで延長することができるが、一定の
年齢に達すれば施設を退所し、自立することが求められている。
国の統計によれば、令和２年５月現在における入所児童の高校進学率は約95％と高水準になった一
方で、高校卒業後については、大学等進学率は約２割で全高卒者の約３分の１に過ぎず、就職率が全
高卒者よりも高くなっている。
こうした就職や大学進学などにより児童養護施設を退所した者には、頼れる大人がおらず、これま
での虐待経験による心身の不調などもあり、退学や離職に追い込まれたり、孤立や困窮状況に陥った
りするケースが少なくない。国は、近年、社会的養護自立支援事業や身元保証人確保対策事業などを
創設・拡充したが、十分な支援を受けられない退所者の状況が明らかになっている。
令和３年３月に、児童養護施設などで暮らした者の退所後の実態を把握するべく初めて実施した全
国調査の結果を国は公表した。その結果から、退所後に在籍した施設や公的機関などのサポートを全
く受けていない者は約２割にのぼることが明らかになった。また、身元保証人の確保が困難で住居の
賃貸借契約を締結できない、離職してしまった場合に再就職が困難である、施設職員に連絡しても相
談に乗ってもらえず孤独や孤立を感じるなど、日常生活の中で様々な困難に直面していることが判明
した。
さらに、児童養護施設を退所した大学生などには、今般のコロナ禍によってアルバイト収入の減少
がより厳しい状況となっており喫緊の対応が求められている。
加えて、入所児童に関しても、虐待など厳しい生活環境を経てきたために、一人一人の生活に寄り
添うケアであるインケアを必要とする児童が多数いるにもかかわらず、職員不足等によって十分なイ
ンケアが実施できない状況となっている。
よって、国においては、児童養護施設の入所者・退所者がコロナ禍においても早期に心身ともに安
定し自立した生活を送ることができるようにするため、下記の事項を速やかに実施するよう強く要望
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する。
記

１ 　児童養護施設の退所者が住居を確保し、生活基盤を築けるよう、公営住宅の優先入居の制度化な
ど住居支援の充実を図ること。
２ 　児童養護施設の退所者を対象として、自立に向けた就職や生活など様々な事項に関する相談対応
や支援を行う「支援コーディネーター」を全国に配置するとともに、現状よりもサポート率を向上
させる目標設定を行うこと。
３　児童養護施設の退所者を雇用する企業への支援策を講ずること。
４ 　児童養護施設の人材確保や職員の処遇改善などを講ずることにより、インケアを強力に推し進め
ること。
　以上、地方自治法第99条の規定により意見書を提出する。
　　令和４年３月25日

埼　玉　県　議　会　議　長　

　 　原案可決　　　　　

　　　　議第８号議案　　 　

乳幼児等に対する公費負担医療制度の創設等を求める意見書

各地方自治体では、子供の健康の向上と福祉の増進を図ることを目的として、子育て世代を対象と
した様々な行政サービスを充実させてきている。
乳幼児やひとり親家庭などに対する医療費助成は全ての都道府県で実施されている。また、本県の
全ての市町村では、地方単独事業として15歳又は18歳までの入院や通院にかかる費用を子育て支援策
として無償化している。
こうした対策は、本来、国が全国一律で実施すべきものといえるが、現状では市町村が各々実施し
ているため、受給者の基準や受給内容が異なっており、地域による不均衡が生じている。
また、平成30年度からは、市町村が現物給付を行う場合における、未就学児までを対象とする医療
費助成については、国民健康保険の国庫負担金減額措置が廃止されたが、受給対象を未就学児以外と
する医療費助成については、減額措置が継続されている。
本県では全ての市町村において、受給対象を未就学児以外としており、全国的にもこうした傾向が
ある中、受給対象を未就学児以外とする医療費助成について国庫負担金減額措置を講ずることは、実
態と大きくかけ離れていると言わざるを得ない。
よって、国においては、地方単独事業として全ての都道府県で実施されている乳幼児やひとり親家
庭などに対する医療費助成について、下記の事項を速やかに実施するよう強く要望する。
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記
１ 　こども家庭庁創設の際は、18歳までの医療費無償化の財源を国庫負担とすることについての議論
を進め、同庁に権限を付与すること。
２　未就学児以外を対象とする医療費助成に行われている国庫負担金減額措置を廃止すること。
３ 　乳幼児やひとり親家庭などへの支援を行っている地方自治体に対し、全額を国庫負担とするなど
の財政措置を講ずること。
　以上、地方自治法第99条の規定により意見書を提出する。
　　令和４年３月25日

埼　玉　県　議　会　議　長　

 　原案可決　　　　　

　　　　議第９号議案　　 　

学校給食無償化を実施する地方自治体に対する財政支援の強化等
を求める意見書

学校給食は、学校給食法により教育の一環として位置付けられ、適切な栄養の摂取による健康の保
持増進を図ることとともに、望ましい食習慣を養うことなどの教育目標が付与されている。
加えて、コロナ禍等による経済的な苦しさなど、学校給食の果たす役割はますます大きくなってい
る。
しかし、国の平成29年度「学校給食の無償化等の実施状況」調査等によると、1,740自治体のうち
無償化や一部補助などを実施しているのは506自治体であり、そのうち小学校・中学校ともに無償化
しているのは76自治体にとどまっている。
また、新型コロナウイルス感染症への対応により地方自治体の財政状況は厳しく、さらに、学校給
食に係る人件費や高騰する材料費などが自治体財政を一段と圧迫する懸念から、学校給食無償化の導
入の検討ができない地方自治体も少なくない。国として、学校給食の今後の在り方について、経済的
な課題、子供たちの栄養や健康の増進、子ども食堂との兼ね合いなどを含めて、議論する必要がある。
ところで、給食費を含む学校徴収金の徴収・管理業務は、平成31年の中央教育審議会答申において、

「基本的には学校以外が担うべき業務」と位置付けられた。しかし、令和３年度の国の調査結果によ
れば、給食費を含む学校徴収金の徴収・管理を教職員が関与しない方法で行っている割合は、33％に
とどまっている。
よって、国においては、児童生徒の心身の健全な発達に資するため、下記の事項を速やかに実施す
るよう強く要望する。

衆 議 院 議 長
参 議 院 議 長
内 閣 総 理 大 臣
財 務 大 臣
総 務 大 臣
厚 生 労 働 大 臣
こ ど も 政 策 担 当 大 臣

様

―　87　―



記
１　無償化を含め、学校給食の今後の在り方を検討すること。
２　学校給食の無償化を実施している地方自治体に対する財政支援を強化すること。
３ 　給食費の徴収・管理事務に関し、教職員は直接関与せず、地方自治体や教育委員会などが実施す
る仕組みの構築を国が支援すること。
　以上、地方自治法第99条の規定により意見書を提出する。
　　令和４年３月25日

埼　玉　県　議　会　議　長　

　 　原案可決　　　　　

　　　　議第10号議案　　 　

介護従事者の処遇改善に関する手続の簡素化等を求める意見書

我が国では、高齢化の進展に伴い介護が必要な者が増加する一方で、介護人材は不足しており、国
は、介護報酬における介護職員処遇改善加算（以下「処遇改善加算」という。）や介護職員等特定処
遇改善加算（以下「特定加算」という。）により介護従事者の賃上げを図ってきた。
また、令和３年11月に閣議決定された「コロナ克服・新時代開拓のための経済対策」において、収
入を３％程度（月額9,000円）引き上げるための措置の実施が決定し、本年２月から介護職員処遇改
善支援補助金が支給されている。
さらに、国の社会保障審議会において、本年10月以降に臨時の報酬改定を行い、同補助金の要件・
仕組み等を引き継いだ新たな加算を創設することが検討されている。
現行の処遇改善加算や特定加算による加算制度においても、書類の多さなど、事業所の事務処理負
担が大きい中、新たな加算の創設により更なる負担増が懸念されている。
加えて、特定加算については、事業所内の加算金の配分方法に制限があるため、実情に応じた処遇
改善が図れないといった課題がある。
よって、国においては、地域の介護サービスを持続可能なものとするため、下記の事項を速やかに
実施するよう強く要望する。

記
１ 　新たな加算の創設に当たっては、現行の処遇改善加算及び特定加算との統合による一本化を検討
するなど、事務手続の簡素化を図ること。
２ 　特定加算の対象者については、法人や事業所が実情に応じて処遇改善を図ることができるよう、
加算金の配分方法に係る制限を更に緩和するなど、より弾力的な運用が可能となる制度への見直し
を検討すること。

衆 議 院 議 長
参 議 院 議 長
内 閣 総 理 大 臣
財 務 大 臣
総 務 大 臣
文 部 科 学 大 臣
こ ど も 政 策 担 当 大 臣

様
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　以上、地方自治法第99条の規定により意見書を提出する。
　　令和４年３月25日

埼　玉　県　議　会　議　長　

　 　原案可決　　　　　

　　　　議第11号議案　　 　

命と生活と事業を守るために原油価格高騰への対処を求める意見書

長期にわたるコロナ禍の影響により、国民生活や経済活動は窮地に立たされている中、世界的な原
油価格の高騰に伴い、国内のガソリン、灯油、軽油などの燃料価格が約13年ぶりの高水準となってい
る。
ガソリンや軽油価格の高騰は、自動車を利用する家計への直接的な痛手となるとともに、暖房など
の燃料のコストも上昇し、国民生活にさらなる影響を及ぼしている。
また、トラック、タクシー、定期船などの運送業や運輸業、ハウス栽培などの農林漁業、クリーニ
ング業など多くの業種で、燃料代や石油関連製品の値上げに伴う仕入れ価格の高騰により、収益が圧
迫され、国内産業も打撃を受けている。
国は、本年３月４日、関係閣僚会合を開き、「原油価格高騰に対する緊急対策」として、燃料油価
格の激変緩和事業である石油元売り事業者に対する補助金の支給上限を１リットル当たり５円から25
円への引上げを決定したが、早くも３月17日には補助金額が25円に達した。
さらに、小売物価統計調査において、ガソリンの平均価格が３か月連続で１リットル当たり160円
を超えた場合、揮発油税の上乗せ税率分である 25.1 円の課税を停止する「トリガー条項」について、
現在、国において、凍結解除が検討されている。しかし、減税対象から灯油や重油が外れているなど
課題も多い。
よって、国においては、原油価格高騰への影響を最小限に抑え、国民の生命、生活、事業活動を守
るため、下記の事項を速やかに実施するよう強く要望する。

記
１ 　ガソリンや灯油価格などの高騰によって厳しい環境に置かれる者に対して、ガソリン等の購入費
等への助成措置を講ずること。
２ 　現下のコロナ禍の厳しい経済状況に鑑み、レギュラーガソリン１リットル当たり160円超相当分
について事業者に対する緊急支援を行うこと。また、他の油種についても同様の支援措置を講ずる
こと。
３ 　ガソリンの場合で、１リットル当たり25.1円の旧暫定税率分の価格を下げる「トリガー条項」に
ついて、凍結解除・発動を行うとともに、金額について更なる上乗せを図ること。
４ 　原油価格の安定化を実現するため、既に行っている国際交渉の強化をはじめ、あらゆる対策を講
ずること。
　以上、地方自治法第99条の規定により意見書を提出する。

衆 議 院 議 長
参 議 院 議 長
内 閣 総 理 大 臣
厚 生 労 働 大 臣
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　　令和４年３月25日
埼　玉　県　議　会　議　長　

　 　原案可決　　　　　

　　　　議第12号議案　　 　

課題や悩みを抱える児童生徒に対する公教育の充実を求める決議

全国の小中学校の不登校児童生徒数は、令和２年度に19万人を超え、増加傾向にある。
本県においても、令和２年度における国の調査結果では、小学校では2,624人、中学校では6,310人
の不登校児童生徒がいるが、その中で学校内外の機関等で相談・指導等を受けた児童生徒の割合は約
７割となっている。
不登校児童生徒への支援は、スクールカウンセラー、相談員、市町村が運営する教育支援センター、
民間のフリースクール、不登校特例校など様々な機関で行われているが、必ずしも十分な支援が行わ
れているとは言い難い。
また、令和２年度に県が実施した「多様性を尊重する共生社会づくりに関する調査」の結果、性的
マイノリティであるLGBTQに分類される割合は3.3％であること、さらに、LGBTQの方のうち「学
校での性の多様性に関する教育が十分でない。」と回答した割合は42.9％であることが明らかとなっ
ている。
県内の公立学校では、性自認に悩む児童生徒への教育相談や教職員に対する啓発リーフレットの配
布などにより、性の多様性の理解増進の取組を進めてきたところであるが、LGBTQの児童生徒に対
する支援が必ずしも十分とは言えない。
よって、本県議会は、課題や悩みを抱える児童生徒に対する公教育を充実させるため、県において
下記の措置を講ずるよう強く求める。

記
１ 　不登校特例校の設置、スクールカウンセラーや相談員の増員を含めた不登校児童生徒に対する支
援の充実を図ること。
２ 　制服の選択制を拡大するなど性の多様性を尊重した教育の充実を図ること。
　以上、決議する。
　　令和４年３月25日

埼　玉　県　議　会　

　 　原案可決　　　　　

衆 議 院 議 長
参 議 院 議 長
内 閣 総 理 大 臣
財 務 大 臣
総 務 大 臣
外 務 大 臣
経 済 産 業 大 臣

様
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　　　　議第13号議案　　 　

新型コロナウイルス・オミクロン株の感染症法上の位置付けに
おいて「五類感染症」への引下げを含めた柔軟な対応を求める
意見書

昨年後半に出現した新型コロナウイルス感染症（以下「新型コロナ」という。）のオミクロン株に
よる感染拡大第６波を受け、国は、本年１月、まん延防止等重点措置を適用し、その後、３月21日を
もって全ての地域で終了した。
オミクロン株は、これまでのデルタ株などと比べて、重症になる割合は低いとされているが、感染
力は非常に強く、医療ひっ迫だけでなく濃厚接触者や自宅待機者の激増など社会全体にその影響が広
がった。
国は、感染症法により、症状の重篤度や感染力の強さなどに応じて各感染症を概ね五段階で区分し
ており、現在、新型コロナに関しては、結核などと同じ「二類感染症」相当に位置付け、症状のある
者に対する入院勧告や就業制限といった規制のほか、治療費を公費で負担するなどの措置を取ってい
る。
しかしながら、オミクロン株は、無症状や軽症で済むケースが多いとされていることから、季節性
インフルエンザ相当の「五類感染症」への引下げを求める声が高まった。
新型コロナを「二類感染症」に位置付ける運用のままでは、国への全数報告や療養場所の特定など
が保健所や医師に義務付けられていることにより、感染者の急増に保健所などの対応が追い付かず、
ひいては危険度の高い感染者への対応の遅れを生じせしめ、かえって国民の生命や健康に影響を及ぼ
すことになりかねない状況となっている。
感染症の専門家らは、本年２月、「基礎疾患など重症化リスクのない若年層の感染者について、必
ずしも徹底した公衆衛生対応を必要としないことが多い。」旨指摘し、検査や健康観察の省力化など
感染症法の柔軟な運用を求める提言を公表した。一方で、法改正などには「今後のウイルス変異の予
測は困難」として、慎重な対応を求めている。
新型コロナとの闘いは長期に及ぶことが想定され、オミクロン株のように重症となる割合が低いと
いった一定の科学的知見が得られたものに対しては、感染症法上の位置付けの引下げも含めた柔軟な
対応が必要である。
よって、国においては、医療ひっ迫や経済社会の機能不全を防止するため、下記の事項を速やかに
実施するよう強く要望する。

記
１ 　新型コロナに関する科学的知見を集約・考察し、今般のオミクロン株の取扱いについては、感染
症法上の位置付けを「五類感染症」に引下げること。
２ 　「五類感染症」に引き下げた場合でも、ワクチン接種、検査、治療費などに係る公費負担を継続
すること。
３ 　今後発生する変異株の取扱いについては、その性質に応じて、「五類感染症」若しくは「二類感
染症」に随時変更すること。
４ 　「二類感染症」を維持するのであれば、新型コロナ専用病床における必要病床数の確保に関して
柔軟な対応をとること。
　以上、地方自治法第99条の規定により意見書を提出する。
　　令和４年３月25日
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埼　玉　県　議　会　議　長　

　 　原案可決　　　　　

　　　　議第14号議案　　 　

北朝鮮による弾道ミサイル等の発射に重ねて断固抗議し、制裁
措置の厳格な履行等を求める決議

北朝鮮は、国際社会の度重なる強い警告にもかかわらず、今年に入ってからも既に10発を超える弾
道ミサイル等を発射している。防衛省によれば、本年３月24日に北朝鮮から発射された弾道ミサイル
が、我が国の排他的経済水域である北海道渡島半島西方約150キロメートルの海域内に落下した。
度重なる弾道ミサイルの発射は、国際連合安全保障理事会決議等への明らかな違反であり、我が国
や北東アジアのみならず、国際社会に対する明白な暴挙である。 
こうした北朝鮮による弾道ミサイル等の発射は、国際社会の平和的解決に向けた努力を踏みにじる
ものであり、我が国の航空機や船舶の安全確保の観点からも断じて容認することはできない。
本県議会は、令和３年９月定例会において「北朝鮮による弾道ミサイル等の発射に断固抗議し、制
裁措置の厳格な履行等を求める決議」を行ったところであるが、北朝鮮に対し、その軍事的暴挙に断
固として抗議するとともに、核兵器及び弾道ミサイル等の開発を即刻に放棄し、更なる軍事的挑発行
動を行わないよう重ねて強く求めるものである。
また、国は、米国をはじめとする関係国と緊密に協力し、国際連合安全保障理事会決議に基づく制
裁措置を完全に履行するとともに、我が国独自の制裁措置をより一層強化し、北朝鮮に対し、拉致、
核、ミサイルといった諸懸案の包括的解決に向けた具体的行動を促すよう強く求める。
以上、決議する。
　令和４年３月25日

埼　玉　県　議　会　

　 　原案可決　　　　　

衆 議 院 議 長
参 議 院 議 長
内 閣 総 理 大 臣
財 務 大 臣
厚 生 労 働 大 臣
新型コロナ対策・健康危機管理担当大臣
ワクチン接種推進担当大臣

様
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